
事業実施者：東安房漁業協同組合 実施期間：平成31年4月1日～令和6年3月31日（5年間）

１．事業の概要

２．実証項目 ３．実証結果

【生産に関する事項】

生産性の向上に関する事項
Ａ

① 側張の軽量・高強度・単純構造化 現行の金属ワイヤー製二重側張を新素材化繊ロー
プ（メガラインロープ）製一重側張りに変更した。

これにより、水揚量は、５年平均で1,774 トンと計画
2,115トンに対し0.84と下回ったものの、水揚金額は、５
年平均で438,994千円と計画322,766千円に対し1.36
と上回った。

理由として、操業日数においては、台風や低気圧の
連続的な襲来により５年平均で208日と計画237日を下
回ったものの、５年間を通じて魚価の高いブリ類が豊
漁であったことが挙げられる。

周年操業体制の構築

千葉県地域漁船漁業改革推進集中プロジェクト（東安房地域定置漁業部会）

（第十八瀬戸丸 19トン、三嶋丸 7.3トン、第三千歳丸 9.7トン、千倉丸 17トン)

もうかる漁業創設支援事業検証結果報告書　（改革漁船型・既存船活用型）

本改革計画では、千葉県東安房地域の複統操業の定置漁業経営体において、軽量・高強度・単純構造
の新素材化繊ロープ製一重側張の導入等により、定置網の構造と材質を見直し、操業機会の増加に加え
漁具破損被害を軽減することにより周年操業化を図った。併せて、漁具の改良、改革型本船及び改革型多
目的船の導入を果たし、船団構成の縮小（６隻→４隻）、網起こし作業の省人化及び作業環境の改善等によ
り、生産性を向上させて収益性の改善を図った。また、海上における船間乗り移りの行程を無くすなど乗組
員の安全性の改善を進め、人材の確保・育成に努めた。更に、地元加工業者との連携強化、朝獲れ鮮魚の
高速バス輸送による販売方法の多角化、活魚取扱増大に取り組み、総じて大型定置漁業の地位の確立を
図った。

表１ ２漁場の年間総漁獲量・漁獲額 （単位：トン、千円）

実績 計画 計画比 実績 計画 計画比

１年目 1,716 2,087 0.82 355,971 318,480 1.12

２年目 1,699 2,122 0.80 352,509 323,838 1.09

３年目 2,439 2,122 1.15 502,328 323,838 1.55

４年目 2,051 2,122 0.97 615,428 323,838 1.90

５年目 967 2,122 0.46 368,736 323,838 1.14

５年平均 1,774 2,115 0.84 438,994 322,766 1.36

漁獲額漁獲量
項目

表２ 年間操業日数 （単位：日）

瀬戸網のみ 白子網のみ 両網 計

１年目 28 25 148 201 237 0.85

２年目 58 23 129 210 237 0.89

３年目 43 38 129 210 237 0.89

４年目 7 32 168 207 237 0.87

５年目 96 34 80 210 237 0.89

５年平均 46 30 131 208 237 0.88

計画
実績

計画比項目
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２．実証項目 ３．実証結果
② ２漁場の側張の共有・ローテーショ

ン
側張３セットを２漁場で共有化し循環させて、陸上で

メンテナンス作業を行うことにより、海上におけるメンテ
ナンス作業時間は短縮された。しかしながら、台風の
連続的な襲来等による海況悪化のためメンテナンス作
業や網入れができず、メンテナンス期間は５年平均で
93日と計画の60日を1.54上回った。

③ 二段箱網式と一段箱網式の可変網
型の導入

台風シーズンには白子漁場の網型を通常時の二段
箱網式から一段箱網式に変更して操業を行った。その
結果、迅速な網撤収作業が可能となり、箱網の撤収に
要する作業時間は短縮が図られた。

④ ２種類の高圧放水銃の導入 小型高圧放水銃と大型高圧放水銃を導入し、小回り
が利く小型高圧放水銃は、側と浮子のフジツボ除去に
使用した。また、大出量の大型高圧放水銃は、網抜き
時に洋上で網洗浄に使用してヒドラ等を簡単に除去す
ることができた。

省力化・省人化に関する事項
B

① 側張りの一重化 現行の二重側張を一重側張に変更し、側形状を単
純化して資材を削減したことから、漁具費は、５年平均
6,956千円と計画9,025千円に対し0.77と下回った。

② 新素材側張の導入 側張素材を現行の金属製ワイヤーから高強度で安
価なメガライン製ロープに変更したことにより、側張メン
テナンス時間は５年平均41時間と計画どおりであっ
た。

③ 側張り接合部資材の非金属化と防
汚加工

側張接合部資材を金属製ワイヤーから化学繊維製
ロープに変更したことで、錆腐食の発生がなくなり、こ
れに関連する修繕費及び防汚加工費は５年間発生し
なかった。

省人・省力・省コストの改革型定置網
の導入

表３ メンテナンス作業期間 （単位：日）

実績 計画 計画比

１年目 99 60 1.65

２年目 94 60 1.57

３年目 126 60 2.10

４年目 94 60 1.57

５年目 50 60 0.83

５年平均 93 60 1.54

項目
メンテナンス期間

表４ 年間漁具費 　(単位：千円）

実績 計画 計画比

１年目 12,834 9,025 1.42

２年目 3,453 9,025 0.38

３年目 5,504 9,025 0.61

４年目 5,763 9,025 0.64

５年目 7,224 9,025 0.80

５年平均 6,956 9,025 0.77

項目
漁具費

表５ 側張メンテナンス時間 （単位：時間）

実績 計画 計画比

１年目 48 40 1.20

２年目 24 40 0.60

３年目 24 40 0.60

４年目 63 40 1.58

５年目 44 40 1.10

５年平均 41 40 1.02

項目
累計時間
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２．実証項目 ３．実証結果

④ 箱網の環巻きロープ本数の削減 箱網の環巻きロープを現行の６本から４本に削減し
て網に肩張りを入れることにより、乗組員数を従前の20
人から計画の18人に削減して10％の省人化を図っ
た。

⑤ 環巻きロープの12打ロープへの変
更

箱網の環巻きロープを現行の８打ロープから擦れに
くい12打ロープに変更したことにより交換時期が12～
20ヶ月に延長されると計画したが、経年劣化が想定以
上に小さく、１〜２年目はランニングコストが発生しな
かったため、環巻きロープのランニングコストは５年平
均437千円と計画2,333千円に対し0.19と下回った。

⑥ 箱網魚獲り部形状の横型化 箱網の魚獲り部の形状を横型に改良することにより、
網起こし操業体制を改革計画前の３隻体制から作業
船２隻を削減し、多目的船１隻と本船１隻の２隻体制に
変更して乗組員数を20人から２人削減し18人にした。

⑦ 昇り・運動場への超高比重網地の
導入

白子漁場の運動場、昇り網の表層付近に超高比重
網地を導入したことにより、水揚量は５年平均1,002トン
と同計画988トンに対し1.01と上回り、水揚金額は５年
平均217,443千円と同計画157,022千円に対し1.38と
上回った。

理由として、波浪や流潮による漁具の破損事故が減
少し、操業日数は５年平均161日と従前124日を大きく
上回り、計画164日をほぼ達成したことが挙げられる。

⑧ 昇り・運動場の網目合の拡大 白子漁場の運動場、昇り網の網目合を各々拡大し
網成りの維持と流水抵抗を軽減した。

C
改革型本船と改革型多目的船の導
入

改革型本船及び改革型多目的船を導入し、船団構
成を現行の６隻体制から４隻体制に削減し、省エネ・
省人化できたが燃油使用量及び人件費は計画を上
回った。

理由として、燃油使用量は台風の度重なる襲来や急
潮等により、網抜き・網入れのための出港回数が多く
なった。（２年目：白子漁場の第２箱網全損、垣網流
失、３年目：瀬戸漁場の第２箱網全損、５年目：白子漁
場の運動場・第１箱網・第２箱網・垣網が全損、その他
小規模な破網被害あり）

また、人件費は水揚高の増加に伴い歩合給が増額
となった。

船団構成の縮小

表６ 白子漁場の年間漁獲量・漁獲額 （単位：トン、千円）

実績 計画 計画比 実績 計画 計画比

１年目 926 980 0.94 177,797 155,445 1.14

２年目 948 990 0.96 169,855 157,416 1.08

３年目 1,613 990 1.63 305,951 157,416 1.94

４年目 1,131 990 1.14 323,229 157,416 2.05

５年目 392 990 0.40 110,384 157,416 0.70

５年平均 1,002 988 1.01 217,443 157,022 1.38

項目
漁獲量 漁獲額

表７ 船団構成の縮小による年間燃油使用量・燃油費の削減（単位：ℓ、千円）

実績 計画 計画比 実績 計画 計画比

１年目 52,710 43,839 1.20 4,292 3,971 1.08

２年目 49,770 43,839 1.14 3,499 3,971 0.88

３年目 51,520 43,839 1.18 4,798 3,971 1.21

４年目 49,800 43,839 1.14 4,872 3,971 1.23

５年目 47,040 43,839 1.07 4,786 3,971 1.21

５年平均 50,168 43,839 1.14 4,449 3,971 1.12

項目
使用量 燃油費

表８ 年間人件費 （単位：千円）

実績 計画 計画比

１年目 110,103 106,947 1.03

２年目 109,199 106,947 1.02

３年目 129,233 106,947 1.21

４年目 135,395 106,947 1.27

５年目 114,506 106,948 1.07

５年平均 119,687 106,947 1.12

項目
人件費
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２．実証項目 ３．実証結果

D

① ツインキャプスタンの台数削減 箱網の環巻きロープを６本から４本に削減したことと、
本船のツインキャプスタンを６台から４台に変更した。

新規導入した改革型本船及び改革型多目的船は経
年劣化がなく、５年間においてこれに関連する修繕費
は発生しなかった。

② ブリッジ形状の台形化 改革型本船のブリッジ形状を台形にしたことにより、
ローダークレーンが船尾部まで届き、乗組員の作業負
担が軽減となった。

③ 船体デッドスペースの有効利用 改革型本船はデッドスペースをなくすことに伴う積載
能力の向上（25トン→36トン）と魚槽の増加により、漁
獲物を網内に残すことがなくなった。また、改革型多目
的船及び運搬船と併せて入網状況に応じた多彩な運
搬が可能となった。

④ 油圧配管埋込・甲板の拡張・フラット
化

改革型本船の油圧配管を甲板下に埋め込み、カゴ、
ロープ等の収納場所を設けて甲板をフラット化・拡大し
たことにより、甲板上の作業性が飛躍的に向上した。

⑤ 船舷外ＬＥＤライトの設置 改革型本船の船舷外にＬＥＤライトを設置したことに
より、日照時間の短い冬季操業における安全性が向
上となった。

Ｅ

① 漁場偵察の実施 改革型多目的船が、操業前に漁場を偵察して潮流
状況等による操業の可否を判断することが可能となり、
本船の無駄な出漁を防止できたため、燃油使用量は５
年平均3,251ℓ、287千円の節約を実現した。

② 魚群探知機の装備 改革型多目的船の魚群探知機を使用して、入網量
を推定し、本船及び運搬船に積み込む氷の量を調整
したことにより、氷使用量の削減を図った。

③ 活魚槽の設置 改革型多目的船に活魚槽を設置し、従来、鮮魚で
扱ってきたものを活魚として出荷し単価の向上を図っ
た。

省人・省力・省コストの改革型本船の
導入

省人・省力・省コストの改革型多目的
船の導入

表９ 年間氷使用量・氷費 （単位：トン、千円）

実績 計画 計画比 実績 計画 計画比

１年目 760 1,018 0.75 5,093 6,821 0.75

２年目 683 1,018 0.67 4,578 6,821 0.67

３年目 772 1,018 0.76 5,169 6,821 0.76

４年目 709 1,018 0.70 4,747 6,821 0.70

５年目 472 1,018 0.46 4,103 6,821 0.60

５年平均 679 1,018 0.67 4,738 6,821 0.69

項目
氷使用量 氷費
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２．実証項目 ３．実証結果

Ｆ
① 本船２隻２漁場の操業から本船１隻

２漁場操業への転換
漁場毎に本船を乗り換えて行っていた２漁場の網起

こし作業を、改革型本船1隻を共通して使用する操業
体制に転換したことにより、沖での船間乗り移りが不要
となり、乗組員の安全性が向上した。

② 伸びの少ない素材の作業ロープの
採用

作業用ロープに伸びの少ないダイニーマロープを採
用したことにより、船上のロープ作業において、乗組員
の安全性が向上した。

③ 漁労機器の緊急停止スイッチの配
置

漁労機器の緊急停止スイッチをブリッジ内の真正面
とブリッジ外にも配置したことにより、回転する漁労機
器による作業において、乗組員の安全性が向上した。

④ スカッパー拡大 ブルワークのスカッパーをエイ排出用に拡大したこと
により、乗組員の安全性が向上した。

乗組員の確保

Ｇ
① 有給休暇の採用 周年操業に伴い、就業規則及び給与規定を変更

し、有給休暇を特定時期に偏らず、自由に取得できる
ようにした。

② インターンシップの受入 希望者がなかなか現れないなか、３年目に初めて千
葉県の支援事業によりインターンシップで女性１名を
受け入れた。４年目に定置乗組員として採用したが、５
年目に自己都合により退職した。

なお、定置乗組員はハローワークの紹介により２年目
１名、３年目１名と５年間において２名を確保した。

今後は、新規漁業就業者を確保するため、就労相談
会のへの積極的な参加に加え、引き続きインターン
シップの受け入れに前向きに取り組んでいく。

資源管理

Ｈ
① クロマグロ資源管理計画の遵守 クロマグロ型ＴＡＣに関する千葉県計画を遵守し、５

年平均で放流回数76回、再放流尾数5,077尾を網外
へ放流した。

② イサキ幼魚等小型漁の保護箱網の
設置

夏場に白子網において、粗目の一段箱網で操業し
たことにより、イサキ、アジ、イワシの幼魚・小型魚の混
獲を回避した。

③ 資源管理計画の遵守 定置の資源管理計画に基づき休漁期間を設けたほ
か、第１・３日曜日を休漁日に設定したことにより、資源
保護に貢献した。

④ ヒラメ等の種苗放流の推進 定置漁船乗組員及び漁協定置部職員等がヒラメ稚
魚の放流活動に５年間で９日参加し、毎年６万尾を放
流した。

⑤ ウミガメの再放流の徹底 ウミガメは５年平均786頭を混獲し全頭を再放流し、
採捕データを全て日本ウミガメ協議会へ報告した。

新規就業者の確保

資源管理措置

安全対策

乗組員の安全対策

表10 ウミガメの保護・再放流頭数 （単位：頭）

項目 再放流頭数計 うちアカウミガメ うちアオウミガメ うちオサガメ

１年目 829 828 1 0

２年目 1,058 1,057 0 1

３年目 562 517 45 0

４年目 695 678 17 0

５年目 784 728 56 0

５年平均 786 762 24 0
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２．実証項目 ３．実証結果

高品質化

I
① 差別化による魚価の向上 専属乗組員を配置し、高級魚の活〆・血抜き・タグ打

ちを毎回操業時に実施したことから、漁獲額は５年平
均において5,486千円増加した。

② 殺菌海水での洗浄等による衛生管
理の向上

市場に鳥獣ネットや長靴洗い場を配置し、海水電解
装置及びＵＶ殺菌ろ過装置を活用したことにより衛生
管理を強化した。

Ｊ

① 低利用魚の商品開発 地元加工業者と連携し低利用魚のシイラを用いた商
品開発に取り組んだが、加工に向いた大型魚が少な
かったことから計画を下回った。

実証事業終了後も、シイラ等の低利用魚の取扱いに
ついて、地域の加工業者と連携し新商品の開発に意
欲的に取り組んでいく。

② 地元仲買業者との連携強化 地元仲買業者の受注に応じてゴマサバの脱血１次
処理を行ったが、漁獲量が少なく魚体も小さかったた
めに漁獲増加額は５年間を通じて計画を下回った。

販路の拡大
Ｋ

周年操業による漁獲物の安定供給 台風が連続して襲来しメンテナンス期間等が長期化
したため、操業日数は５年平均208日と計画237日を下
回ったことから、周年操業による漁獲物の安定供給に
は至らなかった。但し、漁獲物の供給先は漁連直売店
をはじめとして、千葉そごう百貨店、京成ホテルレストラ
ン及び居酒屋等数件の新規顧客を獲得できた。

資源管理の向上に関する事項
Ｌ

① インターネット販売の強化 漁協販売課によるインターネット販売において、漁獲
額は５年平均83千円増加した。

② 漁協直売所での販売強化 漁協直販所を活用した鮮魚販売は、仕入量で５年平
均49,400kg、仕入額で14,526千円であった。

漁協直売部門と連携した付加価値の
向上

付加価値向上
地域の加工業者等と連携した付加価
値の向上

周年操業・操業率向上による顧客の定
着化

差別化による魚価の向上

表11 活〆・血抜き・タグ打ちによる漁獲増加額 　(単位：千円）

スマカツオ ヤガラ サワラ イシダイ その他

１年目 76 522 2,539 2 1,801 4,940

２年目 6 862 181 9 921 1,979

３年目 1,256 651 1,206 84 1,172 4,369

４年目 0 562 723 0 3,060 4,345

５年目 0 1,814 1,598 0 8,384 11,796

５年平均 268 882 1,249 19 3,068 5,486

計項目
魚種

表12 インターネット販売による年間漁獲増加額 （単位：kg、千円）

実績 計画 計画比 実績 計画 計画比

１年目 500 840 0.60 74 17 4.35

２年目 480 840 0.57 125 17 7.35

３年目 1,026 840 1.22 142 17 8.35

４年目 378 840 0.45 59 17 3.47

５年目 119 840 0.14 13 17 0.76

５年平均 501 840 0.60 83 17 4.86

項目
販売量 漁獲増加額
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２．実証項目 ３．実証結果

③ 未利用魚の販売強化 漁協販売課によるインターネット及び直売所を活用
した未利用魚の販売量・額は５年平均1,156ｋｇ、162千
円であった。

Ｍ

① 高速バス利用による首都圏販路拡
大

高速バスを利用した首都圏への販路拡大による漁獲
増加額は５年平均1,377 kg、205千円であった。

② 活魚出荷における新たな魚種の追
加

改革型多目的船に活魚槽を装備したことでヒラマサ
に加えて新たな魚種の活魚販売に取り組んだ。

５年平均の活魚販売量8,179㎏、販売高12,364千
円、漁獲増加額3,539千円となり、各々計画を下回っ
た。

理由として、大型魚体が多かったことに加え、取扱量
が減ったことが挙げられる。

Ｎ

① ふるさと納税制度の活用 令和２年１１月にふるさと納税の登録をし、令和３年２
月から提供を開始したが、返礼品の申し込みは無かっ
た。引き続き、市と連携してふるさと納税返礼品として
のＰＲを行う。

② 地元イベントへの参加 １年目は毎月２回参加していたが、２年目以降は新
型コロナウイルス感染症のまん延によりイベントの開催
が中止となった。なお、５年目に再開されてからは、毎
回参加し産地の新鮮な魚の周知に邁進している。

４．収入、経費、償却前利益及びその計画との差異・その理由

販売方法の多角化による収益向上

魚食普及

【収入】
　水揚高は５年平均438,994千円となり、改革計画の目標値322,766千円に対し1.36と上回った。

主な理由としては、水揚量は５年平均1,774トンと計画2,115トンに対し0.84と下回ったものの、単価の高い
ブリ類等が好漁であったことが挙げられる。

表13 高速バス利用による首都圏販路拡大 （単位：kg、千円）

項目

実績 計画 計画比 実績 計画 計画比

１年目 593 9,275 0.06 57 193 0.30

２年目 593 9,275 0.06 58 193 0.30

３年目 1,500 9,275 0.16 525 193 2.72

４年目 2,392 9,275 0.26 287 193 1.49

５年目 1,808 9,275 0.19 98 193 0.51

５年平均 1,377 9,275 0.15 205 193 1.06

販売量 漁獲増加額

表14 活魚出荷における新たな魚種の追加 （単位：kg、千円）

ヒラマサ アオリイカ メジナ イシダイ 実績 計画 計画比 実績 計画 計画比 実績 計画 計画比

１年目 〇 〇 〇 6,957 17,432 0.40 8,456 21,531 0.39 3,155 8,624 0.37

２年目 〇 ○ 18,054 17,432 1.04 21,612 21,531 1.00 6,201 8,620 0.72

３年目 〇 〇 〇 9,642 17,432 0.55 13,532 21,531 0.63 4,261 8,625 0.49

４年目 〇 〇 〇 〇 4,250 17,432 0.24 14,533 21,531 0.67 2,733 8,625 0.32

５年目 〇 〇 〇 〇 1,992 17,432 0.11 3,685 21,531 0.67 1,343 8,625 0.67

５年平均 〇 〇 〇 〇 8,179 17,432 0.47 12,364 21,531 0.57 3,539 8,624 0.41

漁獲増加額
項目

取扱魚種 活魚販売量 活魚販売高

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ５年平均
実績 1,716 1,699 2,439 2,051 966 1,774
計画 2,087 2,122 2,122 2,122 2,122 2,115

比較増減 0.82 0.80 1.15 0.97 0.46 0.84
実績 355,971 352,509 502,328 615,428 368,736 438,994
計画 318,480 323,838 323,838 323,838 323,838 322,766

比較増減 1.12 1.09 1.55 1.90 1.14 1.36

水揚量(トン）

水揚高(千円）
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（保険料）
  保険料は５年平均22,349千円と計画値14,905千円に対し1.50と上回った。
　理由として、漁獲共済の基準漁獲金額の上昇と休漁補償共済へ加入したことが挙げられる。

（販売経費）
　販売経費は５年平均61,130千円と計画値46,627千円に対し1.31と上回った。
　理由として、水揚高の増加に伴い、販売手数料・パート給与等が増加した事が挙げられる。

（漁業権行使料等）
　漁業権行使料等は５年平均26,262千円と計画値19,366千円に対し1.36と上回った。
　理由として、漁業権行使料は水揚高に連動して６％を支払うことから増加した。

（その他の経費）
　その他の経費（防汚加工費）は５年平均9,905千円と計画値4,816千円に対し2.06と上回った。

理由として、ブリの入網が多くなってきたことから、安定して長期間の操業を可能にするために、当初計画
では想定していなかった瀬戸漁場の金庫網と白子漁場の金庫網について防汚加工処理を行ったことが挙
げられる。

（共通管理費配賦額）
　共通管理費配賦額は５年平均34,605千円と計画値25,324千円に対し1.37と上回った。
　理由として、人数割50％事業総利益割50％で算出された結果が定置部門への配賦額の増加となった。

（人件費）
　人件費は５年平均119,687千円と計画値106,947千円に対し1.12と上回った。
　理由として、水揚高の増加に伴う乗組員への歩合支給が増加したことが挙げられる。

（燃油費）
　燃油費は５年平均4,458千円と計画値3,971千円に対し1.12と上回った。

理由として、台風の度重なる襲来による網損壊被害への対応として網抜き・網入れ等のための出港回数
の増加に伴う燃油使用量の増加が挙げられる。

（漁具費）
　漁具費は５年平均6,956千円と計画値9,025千円に対し0.77と下回った。

理由として、新素材側張メガラインの導入により側資材（ロープ類等）の損傷がなくなったことが挙げられ
る。

（氷費）
　氷費は５年平均4,738千円と計画値6,821千円に対し0.69と下回った。
　理由として、改革型多目的船の魚群探知機により操業前に魚群の入網量を推定し、本船及び運搬船に積
み込む氷の量を調整する取組の効果に加え、沖における効率的な氷の活用に努めたこと等による氷使用
量の削減が挙げられる。

（修繕費）
　修繕費は５年平均23,384千円と計画値24,626千円に対し0.95と下回った。

理由として、新造の改革型本船に装備したキャプスタンの経年劣化等による修繕費の発生がなかったこと
が挙げられる。

【経費】
経費合計（減価償却費控除後）は５年平均336,428千円と改革計画の目標値285,993千円に対し1.18と上

回った。
主な理由としては、漁具費及び修繕費は計画を下回ったものの、燃油費、保険料及びその他の経費（防

汚加工費）の増加と、水揚高の増加に伴う人件費、販売経費、漁業権行使料等の増加が挙げられる。大き
な増減があった経費科目毎の詳細は以下のとおり。

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ５年平均
実績 306,608 291,054 355,089 389,177 340,213 336,428
計画 287,120 286,921 285,587 285,373 284,965 285,993

比較増減 1.07 1.01 1.24 1.36 1.19 1.18

経費計(千円）
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５．次世代船建造の見通し

６．特記事項 

事業実施者：東安房漁業協同組合（TEL:0470-43-8311）　　　　　（第131回中央協議会で確認された。）

５事業期間における償却前利益は、計画値を飛躍的に上回る実績を達成していたが、５年目の操業開始

早々の５月上旬に突発的に発生した急潮により白子漁場が全網全壊となり、初めて計画が未達となった。

　次世代船建造と漁具更新は見通せる状況となっているが、現状に甘んじることなく改革計画の確実な実践

と更なる経費の削減及び収益の向上を果たしていく。今後も本改革計画の柱である側張の軽量・高強度・

単純構造化による操業期間の増加と漁具破損被害の軽減による周年操業化の実現を推し進めていく。

また、流通・販売に関する取組においても、周年操業化による漁獲物の安定供給をはじめ低利用魚の商

品開発、ふるさと納税制度の活用なども引き続き取り組んでいく。併せて、活魚出荷による新たな魚種の追

加、漁協直売所での販売、高速バス利用による首都圏販路の拡大、インターネット販売などの新たな取り組

みを確実に具現化していく。

　なお、当該実証事業の評判を受け、近隣１漁協の自営定置において新側ロープ「メガライン」の導入による

操業を実行しており、実際にその取扱いの容易さと漁具費削減等の有効性を体感しているほか、他漁協か

らも導入実態の説明依頼を受けるなど、他地区への波及効果が高まっているのを実感している。

また、５年目の全網の復旧に半年ほど時間を要した理由のひとつとして当組合の定置網のメガラインが他

で評判を呼び、結果として順番待ちの歯がゆい思いもした。しかしながら、これは当組合の先駆的な取り組

みが広く評価されたものと誇りを持って捉え、今後の操業における自信の礎となった。

【償却前利益】
　償却前利益は５年平均102,566千円と改革計画の目標値36,773千円に対し2,79と上回った。

理由として、経費合計（減価償却費を除く）が５年平均336,428千円と改革計画の目標値285,993千円に対
し1.18と上回ったものの、水揚高が５年平均438,994千円と計画値322,766千円に対し1.36と大きく上回った
ことが挙げられる。

　計画　：　償却前利益(※１)　　　　次世代建造までの年数　　　　　　船価等(※２)
　　　　　　　36.8百万円　　　　×　　　　25年　　　　　　　＞　　　　881百万円
　　　　　（改革５年間平均）　　　　　　　　　　　　　　　　　（漁船　352百万円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（漁具　529百万円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
　実績　：　償却前利益(※１)　　　　次世代船建造までの年数　　　　　船価等(※２)
　　　　　　　　102.6百万円　　　　×　　　　25年　　　　　　　＞　   881百万円
　　　　　（５事業期間平均）

　償却前利益は５年平均102,566千円と改革計画の目標値36,773千円を65,793千円上回っており、
現状において次世代船建造及び漁具更新の見通しが成立する結果となっている。

(※１)計画の償却前利益は改革１年目から改革５年目までの５か年平均値、
　　　実績は５事業期間の平均値で試算

　【漁船】352百万円（本船169百万円＋運搬船88百万円＋多目的船72百万円＋網積船23百万円）
　【漁具】529百万円（白子漁場303百万円＋瀬戸漁場120百万円）÷20年×25年
　【合計】881百万円

(※２)漁船更新までの耐用年数を25年、漁具更新までの耐用年数を20年として算出

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ５年平均
実績 49,363 61,455 147,239 226,251 28,523 102,566
計画 31,360 36,917 38,251 38,465 38,873 36,773

比較増減 1.57 1.66 3.85 5.88 0.73 2.79

償却前利益(千円）
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